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タイ･フィリピンにおける消費の不平等変化*
-家計調査デl夕を用いた学歴別･居住地域別年齢効果の検証-

栗　　田　　匡　　相

1　はじめに

階層間の所得変化を分析,解明することは長らく開発経済学の主要な論点と

なっており,古くは, Lewis (1954)やHarris and Todarro (1970)などが,

セクタl間での所得格差の変化を説明する有効な静学モデルを提供した. 1990年

代に入ると　Banerjee and Newman (1993), Galor and Zeira (1993), Ljung-

qvist (1993)等の研究等が,学歴階層,あるいは職業階層間によって信用制約

や通産分配などの状況が異なるため,結果として,社会全体の不平等が時間とと

もに解消されず,永続する場合が起こり得ることを理論的に提示している1).こ

れらの研究では,不平等が永続してしまう理由を信用制約と投資の不可分性に求

めている.分割不可能な投資とは,ある一定水準以上の投資を一度に行わない限

り,その投資による収益が一切得られないことを示すが,先行研究の中ではそれ

を教育への投資や新規事業を起業するための投資として捉えている.発展途上国

の貧しい家計では,投資資金の持ち合わせはなく,また通常借り入れのための担

保となるような資産も持たないため,教育や起業のための投資を行うことは出来

ない.したがって,子供に教育を与えれば将来に利益が見込めることがたとえ分

かっていても,資金を借り入れて投資を行うことは不可能なのである.しかし,

ある一定以上の資産水準がある裕福な世帯においては,教育投資や起業投資を行

うことが可能である.結果として,真因な世帯は,収入を高める機会を逸し続け

るため,子供の代,孫の代になっても貧困状態に置かれ続ける.しかしその一方

で裕福な世帯は子供に教育を与え,収入増加の機会を手に入れ続けるため,将来
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世代の生活もまた裕福になる･こうして,不平等が将来世代においても持続して

しまう,というわけである･また, Fafchamps (2001)で議論されている不平

等とリスクの議論も示唆に富む.途上国経済において,貯蓄は将来のリスクに備

えるための予備的貯蓄として語られることが多い.しかしこの予備的貯蓄動機が

強く働くような経済とは,すなわちリスクが高く,それを回避するための信用市

場が存在していない状況を示している･こうして上記のBenerjeeand Newman

(1993)らの研究と同様に,所得格差の永続化が生じてしまうのである･本稿の

分析対象であるタイとフィリピンにおける学歴階層間の所得･消費格差を示した

のが表lだが,これを見ると両Egとも1980年代後半以降学歴階層間の格差が解潤

されずに維持し続けている状況が伺える.

表1　タイ,フィリピンの消費額推移

タイ　　　　(各年度の低学歴層を1とした数値)

荏)数値は全て実質化した後に計算してある
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しかし,図1を見ると階層間格差が持続していても,階層内での分布変化には

様々なパターンがあることがわかる.例えば,図1-1のケースでは,階層間格

差は維持し,階層内の分布も変化しないというケースであるのに対して,図1-

2のケースでは,階層間格差が維持しつつも,低階層の分布は平均周りに収束,

高階層では分布が広がるという階層内での分布変化が同時に生じている.逆に図

113のケースでは,低階層で分布が広がり,高階層で分布が収束している.こ

の他のケースについても多数考えることが出来るが,要は階層間格差が持続して

いても,階層内の分布の変化が異なれば得られるインプリケーションは全く異な

るということである･

このような階層内の分布変化に着目した先行研究としては,分布の極化,ある

いは階層分化(Polarization)といった現象に着目したQuah (1993), (1996),

1161



(134)　　　　一橋論叢　第134巻　第6号　平成17年(2005年) 12月号

Duclos, Esteban and Ray (2003)などがあり,近年では開発経済学のトピック

として主に理論面での研究が盛んに行われている･しかしどのような原因で階層

分化が生じるのか,あるいは階層内の分布の変化はどのような要因によって変化

するのかといった点に関しては,十分な議論が行われていないのが現状である.

とりわけ実証分析によるサポートはほとんどされていない.ただし,先に述べた

Banerjee and Newman (1993)らの理論研究等から信用制約やリスクといった

生活,市場環境等の違いが階層内分布の変化に影響することはわかっている.

よって,それらの影響を考慮し,階層内分布の変化を定量的に分析する研究が求

められていると考えられる.そこで本稿では,タイの家計調査であるHouse-

holdSocioEconomicSurvey (以下SES)とフィリピンの家計調査であるFam-

ily Income and Expenditure Survey (以下FIES)のマイクロデータを用い,

1980年代から2000年にかけての階層内消費不平等データを作成し,どのような階

層内変化が生じていたのかを明らかにしていく.具体的な分析モデルは,コー

ホート･年齢ダミー変数モデルを用い,そこで得られる年齢効果の推定値の推移

を追うことによって,階層内分布の変化を議論する.

年齢効果とは,例えば, 1960年生まれの人間が皆1980年(つまりは20歳の時か

ら)から働き始めたとする･しかしそれぞれの個人を取り巻く労働環境は異なる

ために,年をとるに連れて,同じ1960年生まれである人々の所得･消費の不平等

は拡大するだろう.すなわち,同一コーホート内の不平等度は,年齢を経るに連

れて,それまでの健康状態,若年期の人的資本形成の機会,雇用形態,家族関係,

人的ネットワークの有無,運･不運といった個人毎に異なる要素を強く反映し,

増加するのである.無論,これらの要素のいくつかは保険市場によってリスク回

避することが出来るが,全ての要素について保険市場が機能するという完備市場

の想定は,とりわけ途上国においては非現実的である.保険やリスク回避できな

かった要素が年齢を経る毎に積み重ねられる結果,高齢になればなるほど所得･

消費のばらっきは大きくなると予想される･その効果を表したのが年齢効果であ

る.このため,推定された年齢効果の変化が仮に低階層では少なく,高階層に

おいて大きけ~れば,先の図1-2のような変化が生じている可能性がある.逆に
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低階層で大きく,高階層で少なければ図1-3のような変化が生じている可能性

がある･

このように年齢効果の変化を議論することは,その集団内の分布変化の議論を

行うことでもある.コーホート･年齢ダミーモデルを用いた先行研究である

DeatonandPaxson (1994)や大竹･斉藤(1996)では,イギリス,アメリカ,

台湾,そして日本の家計調査データを用いて,消費･所得の不平等に関する分析

をおこなっている.結果は,どの国も年齢を経るにしたがって不平等が拡大して

いくことが観察されただけではなく,その変化が国によって異なっていることも

判明した.例えば,アメリカやイギリスは20代後半というライフ･サイクルの早

い時点から不平等が高まっているのに対して,日本や台湾では40歳以上から急激

に不平等化が進むことが示されている2).この結果は,保険市場の機能や高齢化

の程度,労働環境などが,それぞれの国ごとで異なっているため,その影響を反

映していると考えられる.

しかし,先行研究で検討されている国家間の違いというだけではなく,一国内

においても途上国では一般的に農村と都市の問に,数倍にもなる所得･消費格差

が存在したり,あるいは低学歴階層と高学歴階層で賃金や労働条件といった面で

大きな格差が観察される･よって直面する生活環境,労働環境などは,居住地方

の別や学歴別に異なり,年齢効果の変化はそれらの階層別に異なる可能性が高い.

例えば,階層別に直面するリスクが異なるケースや,あるいはリスクがたとえ共

通のものであったとしても,それを回避するための保険市場,信用市場へのアク

セス等が階層別に異なるケース,さらには参入可能な労働市場が階層別に異なる

ケースなどが考えられる.そこで,本稿の分析ではこれらの先行研究をふまえ,

階層として学歴の高低による階層と居住地域による階層別に分類して分析を行っ

ていく.より具体的には,階層別に各国の家計調査データを分類した後に,その

各データから生年別のコーホートデータ3)を作成し,年齢効果の推移を検討する.

仮に,例えば低学歴層と高学歴層の問で異なる年齢効果が推定されれば,生活環

境,労働環境,信用制約の有無などが階層毎に異なる可能性を示すことになる･

そしてそれらの大小等を比較検討し,図1で示したような変化がどのように生じ
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ているのかを検討していく･

本稿の構成は,まず,第2節で本稿で用いられるコーホート･年齢ダミーモデ

ルの解説とSES, FIESの解説を行い,第3節では推定結果の提示と解説を行う.

第4節では推定結果の考察を行い,そして最終節で本稿のまとめを行う･

2　コーホート･年齢ダミーモデルとデータ

第二節では,先行研究のレビューとして,分析に用いられるコーホート･年齢

ダミーモデルの解説,分析に用いるSES, FIESデータの解説を行う･

2―1　コーホート･年齢ダミーモデル

Deaton and Paxson (1994)では,恒常所得仮説のもと,消費の不平等が年

齢を経るに連れて拡大していくことを示した.

世帯の効用関数が時間に関して加法分離可能かっ2次関数であり,利子率が一

定,かつ時間選好率と利子率(-㍗)が等しいという想定の下では,消費はラン

ダム･ウォークすることが知られている4).っまり

EtCCt+O -Ct

あるいは,

ct+1-Ct+ut+1

のように表現できる.また世帯の資産は以下のように表現できる.

At- (.1 +r) (At-i+yt-i-Ct-i)

l=

(2)

(3)

ここで, Aは世帯の資産,再ま所得, Cが消費を表し,下付のtは時間を表して

いる.さて(3)式は以下のような変形が可能である.

蕪てf缶-Ai+真てf覧　　(4)
ここで,人生の終末期,うまり死期をTとすると, t期からT期までの消費計

画は(4)式を以下のように変形することで求められる.

T-t
s

4=｡て詣-At-T-tて競

(5)
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ここで, Tが無限大であると仮定し　(5)式の期待値をとると, (1)式の条件より

c,- 1 +r-A,十吉h$0て1 +r)'<Et)yt-　　(6)

ここで, (6)式と(3)式より,

ct-r(At-i+yt-i-ct-i)吉･kq.てf忘(Et)y-　(7)
となる･また, (6)式をtl1期について表し,両辺に(1+0　を乗じ,そして所

得のタ-ムを変形すると以下のように表記できる.

(l +r)c-i -rAt-i +ryt-i +吉kF.て志㌃(-Et-i)yt-　(8)

(7)式から(8)式を引くと,以下のような消費の流列が示される･

･ct-吉k$0志(Et-Et-dy-k
また,世帯iのt期における所得をyilとすると,

yu-fii+w,+zit

(9)

(10

と書ける.ここでpは,ある世帯の期間を通じての所得平均値, Wはマクロ

ショック要因, Zは各世帯に固有なショック要因を表し,下付のiは各世帯を表

している.マクロショックを表すWが時間に関してi.i･d.であるとき, (9)と(10)式

から,

cit-Cu-1 +7㌢(iVt+zit) tHl

が成り立っ･ここで,世帯に固有なショックが,一期前の消費と直行していれば,

消費の分散は以下のように分解できる.

var*(c)-var(-i(c)品-varo(c)+て霊す/ (12)
(12)式の右辺第一項は, t- 0つまりは,生年時における消費のばらつきを示し

ており,いわゆるコ―ホート効果に対応している･また,第二項目は,年齢効果

を示しており,世帯に固有なショックが年々積み重ねられることで,同一コ-
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ホート内の不平等度が高まることを示している6).

Deaton and Paxson (1994),大竹･斉藤(1996)等で使用されているコー

ホート年齢ダミー変数モデルとは, (12)式を以下のような実証モデルに変形させた

ものである･

L            K

Inequalityi(k + 0 - ∑.αiageu+ ∑βkcohortki +st
l-1　　　　k-¥

添え字iは年齢とコ-ホ-トによって分割されたセルにそれぞれ対応している.

ここで年齢というのは,世帯主の年齢を指す･世帯主の年齢や学歴で,世帯の指

標を代替するという問題については, Deaton (1997), Deaton and Paxson

(1994)などでも言及されている.とりわけ,世帯主が高齢になり,子息等に扶

養されているケースなどでは,息子と父親のどちらが世帯主なのかを定義するこ

とは困難であるし,高齢夫婦だけで生活する世帯と同居世帯を同様に扱ってし

まっているという問題もある.それ故に,理論モデルから導かれるインプリケー

ションは世帯行動を議論するものであるが,世帯構成の影響を取り除くために一

人あたり消費のデータを用いた分析も試みた.一人あたり消費のデータは,世帯

人数で除した世帯内平均値データであるため,世帯構成員それぞれに一人あたり

消費データが算出される.しかし,その数値は同一世帯内では同値であるため,

本稿では,世帯構成員データのSubset Sumpleのみ(っまり世帯主のケース)

を分析していると考えられる. Inequalityi(k+Z)はそれぞれの年齢･コーホート

セルに属する個人の消費データから計算された不平等指標である･ここでageii

は年齢ダミー変数である･もし,当該者がl歳であれば　ageuは1,それ以外

の年齢であれば年齢ダミー変数は0となる.また同様にcohort^はコーホート･

ダミ-変数である.もし当該者がk年生まれであれば, cohortkiは1,それ以外

の年に産まれたのであれば,コーホートダミー変数は0になる.パラメ-夕-の

αは積み重ねられた年齢効果を, βはコ-ホlト効果をそれぞれ示している.

なお, Deaton and Paxson (1994)や大竹･斉藤(1996)等では,不平等の

指標として対数分散を用いているが,本稿では最近の研究であるDeaton, Gour-

inchas and Paxson (2000)に倣い,ジニ係数を不平等の指標として用いること
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にする7).また,厳密にはこれらのモデルから導出される実証的なインプリケー

ションは,消費支出にのみ妥当するため,本稿では消費に関しての分析のみを行

,8)
つ.

2―2　データについて

まずは,タイのSESについて概観する.実証分析に用いるSESはタイ国家統

計局(National Statistical Office)が行っている家計調査である･最初の調査

は1957年に行われており,以来数年間隔で調査が行われてきたが, 1998年からは

毎年調査が行われるようになった9).主な調査項目は,世帯属性,世帯員属性,

世帯所得,世帯消費等で,それぞれについて詳細なデータが得られ,各年度ごと

に,約10,000-20,000世帯程度のサンプルが収集される･本稿では,このSES

データの1986, 1988, 1990, 1992, 1994, 1996, 1998, 2000, 2002年の16年間,

9時点分のマイクロデータをもとに,世帯主の年齢(2歳刻み)と世帯主の学歴

(2段階:初等教育修了以下の学歴と中等教育以上の学歴10Kによって,学歴水

準別の消費ジニコ～ホ-トデータを作成した･地域別の消費ジニコーホートデー

タに関しては,年齢区分に関しては学歴水準別データ同様に2歳刻みで区切り,

さらに都市地域と農村地域居住の別によってデータを作成している11)･

年齢を2歳刻みにしたのは, 1歳刻みにするとそれぞれのコlホ-トデータ内

に含まれるサンプル数が少なくなってしまうこと12)また使用するデータが隔年

データとなっている事などによる.また, 17歳以下と70歳以上のデータはサンプ

ルが極端に少なくなるため,本稿の分析からは除去してある.

フィリピンのFIESは,フィリピン国家統計局(National Statistics Office,

Republic of the Philippines)が行っている家計調査である.最近では3年間隔

で調査が行われるようになっている･

主な調査項目は,タイと同様に世帯属性,世帯員属性,世帯所得,世帯消費等

のデータが収集されている.各年度ごとに,約17,000-38,000世帯程度のサンプ

ルが収集され,本稿では,このFIESデータの1985, 1988, 1991, 1994, 1997,

2000年の15年, 6時点分のマイクロデータをもとに,世帯主の年齢(3歳刻み),
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世帯主の学歴(2段階:初等教育修了以下の学歴と中等教育以上の学歴)によっ

て,学歴水準別の消費ジニコーホートデ-夕を作成した.なお,年齢を3歳刻み

にしたのは,タイと同様の理由による.また, 16歳以下と77歳以上のデータはサ

ンプルが極端に少なくなるため,本稿の分析からは除去じてある.地域別の消費

ジニコ―ホートデータに関してもタイと同様に都市地域と農村地域居住の別で作

成している･

なお,使用したコーホートデ-夕についての解説は,付表を参照されたい.

3　実証結果

3-1年齢効果の推定結果

本節では年齢効果の推定結果について,全体,学歴階層別,居住地域別の3つ

の消費ジニコーホートデータ別に概観し,その考察を行う.分析に際して,世帯

消費ジニのみならず,世帯人員数の影響を取り除くために,それを世帯人数で除

した-人当たり消費のジニ係数についても年齢効果の推定を行っている.なお本

節では, (13)式のαの値が,ある基準年齢のαの値と比較して,年齢を経ること

によって,各年齢の不平等度に与える年齢効果がどのように変化をするのかを図

にプロットする･よって本節で解説していく図で表されている折れ線は,得られ

た回帰係数α (年齢効果)香,それぞれ年齢ダミー順にプロットしたものであ

る13)また実証結果はまとめて表2-1, 2-2に示した･
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3.1.1全体のデータによる結果

図2-1 - 2-2は推定結果を基に各年齢の不平等度に与える効果をそれぞれの

学歴ごとに表したもので,図2-1がタイ,図2-2がフィリピンの結果である･

まずタイの結果を見てみる･世帯消費ジこの変化は右上がりとなっており,先行

研究と同様の変化を見せているが,一人あたり消費は20代後半にかけて拡大した

後に減少している.またフィリピンは世帯消費ジ二,一人あたり消費ジニともに

上昇し続けている.

このように,両国で異なる年齢効果の変化が観察されているが,この結果は先

行研究で言及されているように,それぞれの国のマクロ経済環境や制度的な違い

を反映していると考えられる･より具体的には,例えば, 1980年代後半から自覚
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図211タイ年齢効果(全体)
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図2-2　フィリピン年齢効果(全体)
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年齢

ましい経済成長をとげたタイと, 80年代は政情不安などが続きマクロパフオ-マ

ンスが芳しくなかったフィリピンとではマクロ経済環境が異なるため,年齢効果

の変化は異なるであろう.あるいは,国毎に生活習慣等が異なるため,その違い

が個人のライフサイクルに影響を与え,年齢効果の変化が国毎に異なっている,
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とも考えられる.よって次項以降では,地域別や学歴別のコーホートデータを作

成し,同様の分析を行うことで,両国の年齢効果の違いをより詳細に検討してい

く.

図311タイ年齢効果(学歴別世帯消費ジ二)
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タイ･フィリピンにおける消費の不平等変化

図411フィリピン年齢効果(学歴別世帯消費ジ二)
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図412　フィリピン年齢効果(学歴別一人あたり消費ジ二)
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3.1･2　学歴階層別データによる結果

次に,学歴階層ごとの比較を国別に行う(図3-1から図4-2)･まず低学歴

層の変化を追う･タイ(図3-1, 3-2)では世帯消費ジニが全体の場合と同様

上昇しており,一人あたり消費ジ二でも20代後半から下降傾向を見せている.こ

1173



(146)　　　　一橋論叢　第134巻　第6号　平成17年(2005年) 12月号

れに対しフィリピン(図4-1, 4-2)では,一貫してどの年代においても上昇

傾向が見られる･

次に,中･高学歴層である.タイ,フィリピン両国とも上昇傾向を続けている

が,世帯消費ジニにおいてタイの上昇傾向が一定の傾きで上昇しているように見

えるのに対して,フィリピンのそれは, 40代後半から急激に上昇する.また一人

あたり消費ジ二に関しては,タイは全体,低学歴同様, 20代後半まで急激に上昇

するが, 20代後半以降は,下降,横ばいの全体,低学歴とは異なり,上昇傾向を

みせている.フィリピンでは世帯消費ジニ同様, 40代後半から上昇の程度が大き

くなっていることが分かる.

タイの低学歴と中･高学歴を比較すると,いずれの指標(世帯消費ジ二, -人

当たり消費ジニ)を用いても,上昇の程度が大きいのは中･高学歴である.とり

わけ一人あたり消費ジニにおいて, 20代後半以降に下降する低学歴層とその後も

上昇あるいは横ばいで推移する中･高学歴層の違いは明確である.またフィリピ

ンにおいては,上昇の程度が大きいのは,低学歴層で,タイとは正反対の結果と

なっている.また,低学歴層においては,どの年代においても,一貫した上昇傾

向が見られるのに対して,中･高学歴層では, 40代後半の前後では年齢効果の上

昇度が異なることが分かる.

3.1.3　居住地域別データによる結果

次に,居住地域別の年齢効果について見ていく(図5-1-図6-2).タイ

(図5-1, 5-2)では,世帯消費ジこは都市,農村ともに20代後半まで上昇す

る･しかし都市地域がその後も一貫して上昇傾向を見せているのに対し,農村地

域では横ばいとなっている.さらに,一人あたり消費ジこでは都市は全体を通じ

て若干の上昇傾向,農村では20代後半から減少傾向を見せていることがわかる.

またフィリピン(図6-1, 6-2)では,都市,農村ともに,世帯消費ジこ,一

人あたり消費ジこの推移は上昇傾向を見せている.しかし,その度合いは農村の

方が大きい･

このように居住地域別の年齢効果を概観すると農村地域の年齢効果は低学歴層
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タイ･フィリピンにおける消費の不平等変化 (147)

の変化に,都市地域の変化は,中･高学歴層の変化と類似していることがわかる.

これは通常,農村地域では低学歴層の人口比率が高く,都市地域では中･高学歴

層の人口比率が上昇することから,変化が類似すると考えられる.

図5-1タイ年齢効果(地域別世帯消費ジ二)
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図512　タイ年齢効果(地域別一人あたり消費ジ二)
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4　考察

本稿の目的は,階層別データをコ-ホ-ト･年齢ダミ-モデルによって推定し

得られた年齢効果の推移から,階層内分布にどのような変化が生じているのかを

図6-1フィリピン年齢効果(地域別世帯消費ジ二)
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図612　フィリピン年齢効果(地域別一人あたり消費ジニ)
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表3　実証結果のまとめ

(149)

国名

学歴別 居住地域別 全体

世帯レベル一人あたり

レベル
世帯レベル一人あたり

レベル
世帯レベル

一人あたり

l -̂ a

タイ

両学歴層と

も上罪, 勾

配の違いは

ほとんど無

し

高学歴層は

若干上昇,

低学歴層は

20代後半か

ら下降

両地域とも

上昇, 勾配

は都市地域

の方が急

都市地域は

若干の上昇

傾向, 農村

地域は20代

後半から下

降

右上がり
20代後半か

ら下降

フィリピン

両学歴層と

も上罪, し

かし勾配は

低学歴層の

方が急

両学歴層と

も上罪, し

かし勾配は

低学歴層の

方が急

両地域とも

上昇, 勾配

は農村地域

の方が急

両地域とも

上昇, 勾配

は農村地域

の方が急

右上がり 右上がり

検討することにあった.分析の結果からは,′タイ,フィリピン両国では,それぞ

れの階層間で年齢効果の推移が異なり,またその変化が両国で対照的な結果と

なっている(表3).タイは低階層(低学歴,農村居住)において,年齢効果の

変化が少なく,高階層(高学歴,都市居住)において年齢効果の変化が大きい.

このため,タイでは回112のような変化が生じている可能性が考えられる.

フィリピンでは,得られた年齢効果の変化がタイとは対照的なため,図1-3の

ような階層内分布変化が生じている可能性が考えられる.また,図7-1, 7-2

は,それぞれのデータから算出したジニ係数(世帯消費)の推移であるが,これ

を見ると,タイでは,中･高学歴層の上昇,変化が大きく,低学歴層の変化は僅

かである.また,フィリピンの変化は, 1980年代後半から1990年代前半にかけて,

つまりは政情不安が大きかった時期において,低学歴層の不平等上昇が見られる.

それに対して高学歴層の不平等度は横ばいで推移している.つまり図7の結果は,

各国における1980年代から2000年にかけての低学歴層と中･高学歴間で見られる

ジニ係数変化のコントラストが,本稿における実証結果での学歴階層間における

年齢効果のコントラストと類似していることを示しており,本稿の分析結果を間

接的に指示するものである14)このように,同一コートト内の分布変化におい

ても,階層内分布全体の変化を見ても,分析期間内におけるタイ,フィリピン両
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図7-1タイのジニ係数推移(1 986-2002年)
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図7｣2　フィリピンのジニ係数推移(1985-2000年)
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国の変化は対照的である.先にも述べたが,年齢効果,あるいは階層内分布の変

化は,階層毎に異なる保険市場-のアクセス,労働市場環境,生活環境などの影

響によって生じていると考えられる･

よって分析の次段階として,このような対照的な変化を生じさせたタイとフイ
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タイ･フィリピンにおける消費の不平等変化 (151)

リピンのライフサイクルや市場環境の違いとは何だったのかを具体的に明らかに

し,年齢効果の変化に即した議論を展開する必要がある.しかし, 2ヶ国の生活

環境の違い等を詳細に検討することは筆者の力量を大幅に越え出る作業であるた

め,本節では,主にマクロ経済環境等の違いから,年齢効果のコントラストを説

明しようと試みた.まず最初に,分析期間内における両国の社会･経済状況を概

観した後に,経済成長,農業生産などのトピックを取り上げ,階層内分布の変化

について考察を行っていく.

4-1　タイとフィリピンの社会経済状況

1960年の初頭,フィリピンの一人あたりGDP水準は,韓国よりも高く,マ

レーシアのそれとほぼ同水準であり,アジア諸国の中でも上位の経済水準を誇っ

ていた.他方タイは,インドの水準に近く,アジア諸国の中でも下位グループに

属していた.当時の両国における経済格差は,一人あたりGDP比で2-2.5倍

の水準であった･しかし1970年頃にはタイがフィリピンの経済水準に追いっき,

1980年代にはその順位が運転した･そして現在では,約2倍近い経済格差が生じ

ており,タイはアジア高度経済成長の優等生,フィリピンはその波に乗れなかっ

た劣等生として語られる.図8はそれらの様子を1970年以降のデータを基にプ

ロットしたものだが, 1970年代を通上てほぼ同水準であった両国の経済状況が,

1985年以降からの急激な格差拡大によって一変していることがみてとれる.

フィリピンの1980年代以降の経済は, 1983年に生じたアキノ上院議員暗殺事件,

1986年の民衆蜂起といった一連の政変,そしてその後に続く長い政治混乱による

影響を色濃く反映している. 1984年の消費者物価指数は50%代, 1985年において

も23%となり政治の混乱が国民生活に大きな悪影響を及ぼしていたことが分かる

(図9).このような政治的要因だけではなく,例えばフィリピンでは, 1970,

1980年代には,マルコス,アキノ両政権下を通じて農地改革が行われたが,それ

ら改革は実質的な成果を上げることなく,結果として貧しい土地なし労働者層の

急増が生じたともいわれている.そうした社会不安,政治混乱がある程度収束し

た後の1992年に発足したラモス政権は,経済自由化路線を推し進め,それらの推
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図8　タイとフィリピンの一人あたりGDP推移
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進が功を奏し始める1993-94年程度からフィリピン経済は徐々に回復の一途をた

どった･しかし他のアジア諸Egに比べれば,影響が小さいといわれるフィリピン

であったが, 1997年のアジア通貨危機によって,それまでの　　蝣6%程度の成長

が一気にマイナス成長にまで落ちこむことになった.
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図10　貯蓄率推移
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他方タイは,古くから日系企業の進出などが多かったことなどもあり, 1985年

のプラザ合意の影響を受けて1987年頃から大量の海外直接投資が流入した.結果

として1980年代後半からは軒並み10%近い高い経済成長率を達成し, 1987年の

942USドルという一人あたりGDPの数値から1996年には3026USドルとなり,

10年程度で所得を3倍にするという極めて高い経済成長を成し遂げた. 1980年代

後半からは貯蓄率も30%代を上回り,現在では40%近い数値となっている･ 1980

年代後半以降に貯蓄率の悪化が進んだフィリピンとは対照的である(図10).し

かし1997年のアジア通貨危機でマイナス10%という成長率の落ち込みを経験し,

タイ経済に大きなマクロショックが訪れたが, 2000年頃には既に持ち直し, 2002

年以降は5-7%の経済成長率を維持している.

4―2　経済成長と年齢効果

このように, 1980年代半ば頃までは,ほとんど同水準の経済状態であった両国

が,その後は全く異なる経済のパスを歩み,その経済格差は2倍以上に広がって

しまった･ 1980年代後半以降,一国の政治的,社会的,経済的な要因が不安定で

あったフィリピンと比較的安定的であったタイでは,達成された経済成長が異な
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るであろうことは容易に想像がっく.例えば,表4は本稿分析期間中のタイと

フィリピンにおける貧困者比率の推移をみたものである. 1980年代中旬では,両

国の貧困者比率にほとんど差はなく44-45%といった数値をとっている.しかし,

2000年には,フィリピンが33.7%という数値なのに対して,タイは14.2%と大き

な帝離を見せている15)フィリピン経済は, 1980年代後半から1990年代初頭まで,

相次ぐ政治不安等のために,疲弊していた.年齢効果の変化は,積み重なるイ

ディオシンクラティックなショックを回避するための保険市場が備わってはいな

い(あるいは備っていたとしても,そこ-の参入障壁が高く利用が出来ない)と

上昇する傾向がある･これらショックを回避することは,マクロ経済的な環境が

不安定で,フィリピンの80年代のように政情不安が長引いていた国においては,

生産性に乏しく,信用制約の状況がより深刻と考えられる低学歴層の方がより困

難になる可能性が高い.つまり,相対的にリスクに対して脆弱である低学歴層で

階層内不平等の変化が激しく,高学歴層で変化が少なくなることが考えられる･

逆に,タイは1980年代後半以降,極めて高い経済成長を通じて,貧困指標の改

善も進んできた.その状況で,タイの結果のように低学歴層で年齢効果の変化が

小さく,中･高学歴層で高い場合を考えてみる.このケースでは,低学歴層の方

が時間を通じた消費のばらつきは相対的に少なく,中･高学歴層の方が大きいと

いうことになる.この現象は,中･高学歴層が新規事業-の投資,あるいは所得

上昇の機会に相対的に恵まれており,その機会を選択していく過程において,消

費のばらつきが大きくなると解釈できる･それに対して,低学歴層の場合には,

高度経済成長が生じ,宜困からの脱却,あるいは安定的な生活条件を手中にした

としても,依然として貧困状態への転落,あるいはリスクに備えて,消費の平準

化などを行う可能性が高い.また当該時点における蓄積された人的資本が相対的

に少ないこと等によって,投資の機会も限られてしまうだろう.

4-3　農業生産と年齢効果

当該地域における産業に特有な労務条件や制約などが存在するために,産業構

造の違いがライフサイクルに与える影響は当然異なるであろう･農村地域の主な
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産業といえば当然農業生産になるわけだが,ここで農業生産における収益の経年

変化について考えてみる.加齢によって得られる農業経験の有無や個人の人的資

本の有無,能力の違いなどが農業収益へ与える影響というのはそれほど大きなも

のではなく,農業収益の変化は基本的に天候等のコントロール不可能なリスクに

ょる変動が最も大きい16)このため,この様なリスクに備えて,途上国の農家は

消費の平準化を行うことが多く,個々の世帯における消費のばらつきの経年変化

は,生産技術の変化といった外生的なショックがないかぎり,変化は少ないであ

ろう17)また農業労働者などを考えても,もちろん年功序列制度のように賃金が

年齢に応じて上昇していくような賃金体系にはなっていない.このため,労働者

が受け取ることの出来る賃金は技能の習得期を過ぎれば,ほぼ一定の賃金が継続

的に支払われるという状況になるため,年齢を重ねても賃金の上昇はほとんど見

られないであろう.この様な状況が継続すれば,同一コーホート内の不平等は,

若年齢期には,技術習得のスピードにばらつきがあることなどによって,拡大す

る可能性はあるが,ある技術の習得期を過ぎると横ばい,あるいは縮小する可能

性もある.つまり,同一の階層内で,人的資本や技術水準が均質である場合は,

テンポラリーなマクロショックなどが無い限り,ある一定の所得水準に向かって,

階層内の個々の所得が収束していく現象が観察されるであろう.逆に,階層内で

人的資本や技術水準が異質であれば,それぞれの技術水準等に応じた所得水準へ

と収束していくため,年齢効果の変化は,その技術水準の分布に従って,収束す

る場合もあれば,逆に広がる場合もあると考えられる18)低学歴層や農村地域の

場合には,技術水準や人的資本のレベルが,中･高学歴層や都市地域と比較して,

階層内で均質であると考えられ,その影響から年齢効果が縮小していくと考えら

れるのである19)これらのことから先行研究で分析されている先進諸国,あるい

は都市地域居住の人々や非農業セクター(製造業やサービス業等)従事者のもの

と比べて農村地域年齢効果の変化は小さくなることが予想され,この説明があて

はまるのがタイ農村地域などのケースであろう.

フィリピンの場合には,先に挙げたマクロ的な要因の影響で,消費平準化やリ

スク回避が出来ない事態に陥っていた可能性が考えられる.更にフィリピンでは,
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スペイン植民地時代に導入されたアシユング(大土地所有)制度によって,少数

の地主が多数の小作農民を支配するという主従構造が歴史的に形成されてきた.

この構造を打破すべく1970, 1980年代には,マルコス,アキノ両政権下を通じて

農地改革が行われたが,地主階級の反対を受け,実質的な改革が進むことはな

かった.また,この農地改革の失敗を受けて,逆に地主による土地の買収などが

進み,土地なし労働者層の急増が生じたともいわれている20)･土地なし労働者層

は,農家や小作農民に比べて,イディオシンクラティツクなショックを回避する

ことが難しいため,農地改革による農業労働環境の変化等によって,土地なしの

農業労働者層が増加したことは農業セクターの年齢効果をより上昇させる可能性

が高い.また,農業セクター従事者の大部分が低学歴層であることを考慮すると,

農業セクターにおける労働市場構造の変化が低学歴層の年齢効果の推移に大きな

影響を与えていると考えられる21)このような農村開発などの影響によって,午

齢効果の違いが生じているとも考えられる22)

5　おわりに

本稿の実証分析では,タイとフィリピンの家計調査マイクロデータから,階層

別コーホートデータを作成し,被説明変数が消費ジこのコ-ホート･年齢ダミー

モデルを用いた推定を行った･その分析の目的は,階層間におけるライフサイク

ルの違いを提示し,階層内分布の変化を検討することにあった･結果,タイ,

フィリピン両国では,それぞれの階層間で年齢効果の推移が異なり,またその変

化が両国で対照的な結果となった･消費不平等度の年齢効果が異なると言うこと

は,階層間で様々な生活環境や市場環境などが異なることを表している. 1980年

代後半以降対照的な経済成長を遂げた両国だが,政治不安が続いたフィリピンで

は,観察される様々な状況からリスクの高い社会になっていたことが伺える.逆

にタイでは,高度経済成長によってより安定的な社会が成立しつつあったと考え

られる.そのような対照的な両国の状況を反映し,階層間のコントラストが,タ

イとフィリピンで全く異なるという結果が生じた.不安定な社会･経済が存続し

ていたフィリピンでは,相対的にリスクが高い社会に国全体がなっていたはずで
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ある.しかしそれらリスク回避が相対的に困難な低学歴層や農村居住層では,

中･高学歴層や都市居住層と比較して,同一コーホート内の不平等度が上昇する

傾向があったと考えられる･タイでは,リスクに対して相対的に脆弱な低学歴層

や農村居住層も,高度経済成長の恩恵を受け,より安定的な生活を営むことが可

能となったと考えられ,例えば貧困指標の劇的な改善等がそれを裏付けている.

しかし,一方で中･高学歴層と比較して投資機会等に相対的に乏しく,より大き

な生活改善の機会をつかむことは困難であったはずである.またリスクへの態度

も高学歴層など比べればよりリスク回避的であるため,ライフサイクルは更に安

定的なパスとなり,低学歴層や農村居住層における不平等度の年齢効果は縮小,

あるいは高学歴層などに比べて小さいものとなったと考えられる･得られた実証

結果から,タイ,フィリピンの階層内分布の変化を描いたのが図11-1と図11-2

である･そして,それぞれ階層内の分布変化に与えるリスクや投資機会などの関

係を表したものが図12である.

それでは, 1980年代以降のタイとフィリピンにおける階層間での格差,並びに

今後の階層内分布,あるいは階層間格差はどのように変化していくと考えるべき

なのだろうか.先行研究の知見から,階層間格差の変化には信用制約,リスク,

予備的貯蓄動機などが重要な要因になってくる.例えば,信用制約やリスクの問

題が低階層において深刻な場合,あるいは低階層に予備的貯蓄動機が強く働く場

合,などには階層間格差は短期的には解消しないと考えられる･実は,タイ,

フィリピン両国ともこれらのケースにあてはまる可能性が高い･

タイは,低学歴層や農村居住層が高度経済成長によってより安定的な暮らしを

得たまではよいが,投資活動などに向かうほどの生活改善,あるいは信用制約の

軽減が行われたわけではなかった･そのため,低学歴層や農村居住層は予期せぬ

ショックに備え,予備的貯蓄を続けていたと考えられる･この考えを裏付けるの

がTownsend (1999)の研究である･ Townsendによれば,タイの通貨危機が

生じた時に,とりわけ東北タイの最も貧しい地域においては,米備蓄の取り崩し

やその販売が主要なリスク対応戦略であったことを記している.一方,中･高学

歴層や都市居住層は,高度経済成長の波をうまく捉えた形で,生活改善を行って
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図11階層内分布変化(実証結果より)

図11-1タイのケース
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図11-2　フィリピンのケース
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図12　階層内不平等変化の構造

きた･このためタイでは,階層間格差の固定化が進行していたのではないかと考

えられるのである.先行研究であるBenerieeandNewman (1993)やFafcham-

ps (2001)らのモデルはOverlapping Generations Modelを念頭に議論を展開

しているため,世代の交代を通じて,これらの格差が次世代-と持続してしまう
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付表　消費ジニコ-ホ-トデータについて

タイSESとフィリピンFIESの双方の家計調査データから,世帯消費,一人あたり

消費のそれぞれについて,算出したジニ係数を,生年と年齢の別で示した･

Example

Y ea r/ A g e 69 67 65 63 … 6 1 59 57 55 53

1917 0 .462

1919 0 .368 0 ･450 このセルは, 1927年 ▼….日.

生まれコーホ. 卜内1921 0 .4 11 0一361 0 .369

1923 0 .409 0 ･397 0 ･40 1 0 .432 の人々が59歳の時の

1925 0 .4 19 0 ･303 0 .370 0 .423 0 ･382
ソニ糸 で る.

1927 0 .406 0 ･453 0 .41 1 0 .428 0 .40 1 .390

1929 0 .425 0 .377 0一404 0 .370 0 .404 0 .408 0 .394

1931 0 .4 10 0 .264 0 .418 0 .420 0 .393 0 .405 0 .367 0 .417

状況が描かれている.仮に,今後低学歴層や農村居住層のリスク態度が変化し,

あるいは信用制約などの状況が改善したとしても,少なくともあと1世代先ぐら

いまでは,現在生じている格差固定化の影響を受けてしまうことは避けられそう

もない･理論研究などでは顧みられることが少ない実際の格差解消にかかるス

ピードだが,世代交代には20年近い時間を必要とすることを考えると,今後のタ

イにおける階層間格差は,簡単に解消するとは考えづらい･それを裏付ける研究

が栗田(2005)であり, SESの1999年データと2001年データを用いて,遷移行

列による所得階層の動態分析(10分位)を行っているが,その結果は,通貨危機

によるショックのため1998-1999年にかけて分位移動は激しくなったが(1998年

･1999年にかけて50.4%が分位移動を経験), 2000-2001年には,分位移動の割合

はかなり減少している(2000年　-2001年にかけて27.5%が分位移動を経験).

2000年-2001年は,すでに通貨危機のショックから立ち直り始めた回復期にあた

り,通貨危機以前の社会･経済状況に近い状態にあるのではないかと考えられる･

このため,その時期に所得階層間の移動がそれほど生じていない状況を考えると,

格差の固定化はいよいよ現実味を帯びてくる.もちろん-国全体としての不平等

が減少すれば,格差固定化の問題は若干解消されるが,現時点ではそのような変

化が生じているとは言い難い(図7-1).ただし,今後もタイの経済成長が安定
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的に保たれるのであれば数十年後には,各々の階層の所得,消費平均も上昇する

ことによって,リスク態度の変化や,信用制約の問題が薄まり,格差の解消が生

じる可能性は十分にある･

フィリピンに関しても,消費平均の階層間格差が加齢に従い上昇し,それぞれ

の階層では異なるライフサイクルが存在すると考えられるため,格差の固定化が

生じる懸念はあるが,タイの場合のようなリスク態度の問題ではなく,リスクそ

のものに実際に直面し,それに対する脆弱性の違いや信用制約の程度によって階

層間格差が引き起こされていると考えられる･フィリピンのケースは,低階層に

おける階層内分布の変化は貧困問題とより直接的に関わっており,深刻である.

実際にフィリピンの複数の州(ビコール,ミンダナオなどの州)では1985年当時

と2000年時点で貧困指標がほとんどかわらないという事実が存在する.これらの

事実からいわゆる貧困の民の状況が生じている地域や階層が存在する可能性が高

い.

国連の｢ミレニアム開発目標(MDG)｣や世界銀行の｢重囲削減戦略文書

(PRSP)｣等では貧困削減の具体的目標を掲げている.このように近年,貧困問

題の国際的な課題としての重要性が更に強まり,中でもPro-Poor Growthと呼

ばれる貧Bil削減と両立できる経済成長についての議論の中には,不平等の悪化を

伴う経済成長は,不平等の悪化を伴わない経済成長よりも経済成長の恩恵を貧困

層がうけにくくなる,という研究があり(Kakwani (2000)など),貧困問題の

解決に向けて,経済成長,不平等,貧困の三者関係を定量的に分析する必要性が

政策的な面だけではなく,開発経済学の学問的課題としても高まっている(Sho･

rrocks and van der Hoeven ed. (2004), Bourguignon (2004)等).本稿の実

証結果,考察から経済成長,貧困,不平等の3者関係に関して,いくつかのイン

プリケーションを導くことが可能である.まずは, -国全体の所得･消費の不平

等には各階層内の不平等変化と階層間での格差変化の2つの要因が影響している

ため,現在よく行われている3者間関係をダイレクトに推定する計量的アプロー

チを改良し,階層毎の変化を扱えるような理論,計量モデルを構築する必要があ

る. RavallionandDatt (1996)等で議論されているように,農業セクターと製
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造業セクターのそれぞれの成長は,貧困緩和や雇用動向, -国全体の経済成長に

与える影響がそれぞれ異なるという結果が提示されていることなどもこれらの改

良の必要性を促すものである･また,本稿のタイとフィリピンの例からも分かる

ように,初期時点での違いがほとんどなくても,その後の経済成長のパスは国に

よって極めて異なることがある.タイとフィリピンのケースでは政治的安定度が

極めて大きな要因だったことが分かるが,クロスカントリーなどの分析を行う際

に,政治的な安定度に関して配慮しない分析をよく見かけるが,それら分析はこ

うした要因をコントロールできていないことになる23)･更に,経済成長と不平等

に関する最も古典的な研究であるクズネッツの逆U字仮説の妥当性に関しても

議論を続けることが出来るかもしれない.クズネッツの逆U字カーブは,近年

の実証研究により,必ずしもこの様な逆U字型の関係が普遍的に観察されるわ

けではないことが示されている.例えば,数少ない信頼できるクロスカントリー

のデータセットを用いて行ったDeininger and Squire (1998)の分析によれば,

48カ国の時系列データを用いて,逆U字仮説を検討した結果,全体の10%は逆

U字型を示したが, 10%はU字型を示し,残りの80%の国々は,経済成長と不

平等との関係に何の統計的有意性を認めることが出来なかった24)この様な実証

結果が提示されることによって,現在ではクズネッツの逆U字法則は,一般的

な法則としては受け入れられてはいない.むしろ実証研究からは,国ごとに経済

成長と不平等の関係の相違が大きく,経済水準が同レベルであっても経済成長に

伴って不平等が拡大することも縮小することもあることが確認されたと言える･

本稿の実証結果からは,国内経済の安定度や階層間で複数存在するライフサイク

ルの関係,リスク態度,リスクへの脆弱性等の相互影響が一国の経済成長と不平

等の関係を決定している重要な要因と考えられる.そしてそれらはおそらく各国

で異なるものであり,仮にこれらの違いをコントロールできたときに,クズネッ

ッの逆U字仮説が成り立っかどうかを検討してみる価値はあるだろう25)

最後に,本稿の課題としては,分析結果からも分かるように,ライフサイクル

を通じた世帯人員の増減は無視し得ない効果を年齢効果の変化に与えている.と

りわけ本稿の結果ではタイの低学歴層や農村地域などにおいて顕著である･この
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ため,先行研究でも,この点を考慮し,世帯レベルの消費額を世帯人員数で除す

ことで, -人当たりの所得や消費に関しても分析をおこなっている.しかし,不

平等の年齢効果に影響を与える世帯の経済水準や経済活動は,世帯人員の変化に

よって影響される面もあり,この意味で,年齢効果の変化と世帯人員の増減は内

生性を持つといえる.よって本質的な解決のためには,この内生性の除去を行う

ことが必要である.例えば,世帯人員のライフサイクル変化を典型的ないくつか

のパターンに分類することで,世帯人員変化による所得･消費のライフサイクル

への影響を取り除き,そのパターンに従ってデータを作成,分析を行うことで,

年齢効果の変化と世帯人員の増減の内生性をある程度はコントロールすることが

出来ると考えられる26)しかし,本稿では,両国の変化の違いや学歴階層間,居

住地域間における変化の違い,それぞれを取り巻く市場条件などの違いを検討す

ることに分析の焦点をあてたため,この点については,先行研究に従って世帯人

員数による調整のみを行っている･今後の課題としたい.

また,本稿の考察部分では,分析期間中のマクロ経済環境の変化などを重点的

にとりあげ,タイ,フィリピン両国のマクロ経済実態に即した理論的な説明を

様々な視点から試みた.しかし紙面の制約や筆者の力量不足などの理由から,刺

度的な考察,あるいは厳密な理論的な展開という点が不十分であることは否めな

い.更に議論を深化させるためには,両国で異なる年齢効果の変化を説明しうる

より頑健な理論モデルの構築や制度分析などの地域研究的な視座が必要となるー

今後はこれらの点についてより詳細な議論を展開していきたい.

*　本稿を執筆するにあたり,一橋大学経済研究所黒崎卓教授,東京大学経済学研究

科津田康幸助教授,神戸大学大学院国際協力研究科三重野文晴助教授,一橋大学経

済研究所町北朋洋助手,千葉大学大学院自然科学研究科不破信彦助教授,一橋大学

経済学部川口大司助教授,家計経済研究所坂本和靖氏の7方,並びに匿名のレフェ

リー2方には,論文執筆の上で有益なコメントを数多く頂いた.ここで謝意を表し

たい･また,データの使用などを含め, 21世紀COEプログラム『社会科学の統計

分析拠点構築』 (代表者:斎藤修一橋大学経済研究所教授)並びに一橋大学経済研

究所北村行伸教授にはお世話になった.無論,本稿においてあり得べき誤りがあれ
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ばそれは筆者自身の責任である.

(163)

1)信用制約下での不平等の持続に関しては多数の先行研究があるが,最近では

MookherjeeandRay (2003)等がある.実証研究としては,フィリピン･ルソン

島のパネルデ-夕を用いた不破(2003)等がある.

2) Deaton and Paxson (1994),大竹･西藤(1996)等を参照されたい.

3)擬似パネルデータとも呼ばれる.詳しくは松田他(2000)を参照されたい.

4)いわゆる確実性等価モデルである.恒常所得仮説に関する理論的サ-ヴェイであ

る石原(2001)等を参照されたい.

5)通常想定される終末期において資産が0となる,という条件は, (1十rY'Atの

極限値が0に近づくという条件になる(No Ponzi Gamecondition).

6)なお,大竹･斉藤(1996)では,上記の仮定(一定の利子率,時間選好率と安全

利子率の一致など)よりもはるかに緩い仮定をおいても,同様の帰結が導かれるこ

とを示している･

7)茂木(1999)でも複数の不平等尺度を用いて分析をおこなっている.なお,対数

分散,タイル指数などで同様の分析を試みたが,年齢効果の変化のパタ―ンに差は

認められなかったことを付記しておく･

8)なお,先行研究においては所得に関しても同様の分析を行っている.紙面の都合

もあり,明示的に記載はしなかったが,消費のみならず所得に関する分析も行って

いる.結果は,年齢効果の変化の勾配に所得ジこと消費ジニにおいて若干の違いは

見られたものの,階層間における年齢効果推移の違いのコントラストそのものは所

得の分析においても消費の場合と同様であった.

9) SESの前身であるHousehold Expenditure Surveyは1968年まで行われている.

また1986年以前には,調査は5年ごと, 1986年以降は2年ごとに行われていた.

10)　2つの学歴区分で分析を行ったのは,区分をより大きくすると,一つのコーホー

ト内に含まれるサンプル数が小さくなり分析の結果に深刻な影響を及ぼすためであ

る.とりわけ世帯主の年齢が若年齢,老年齢である年代では,一つのコ-ホ-トに

含まれるサンプル数が少なくなるためにこの問題が深刻となる･

ll)　タイでは,都市部,衛生部,農村部というの3つの行政区分が使われており,

SESでもCommunity Typeを聞く設問でこの区分を採用している･衛生部という

地域は,基本的には,都市と農村の中間に位置するような地域を指す･しかしその

内実は,都市に近いもの,農村に近いもの,と様々であるため,都市地域と農村地

域のような区分を行うことは困難である･そこで本稿では,衛生部を農村部として

扱っている
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12)　こうしたコーホートデータ作成に関する技術的な問題については,高木(1996)

や伴･高木(1998),吉田･高木(1998)などを参照されたい.

13)回帰分析における年齢ダミーのリファレンスグループはそれぞれ｢18-19歳ダ

ミー(タイ)｣, ｢17-19歳ダミー(フィリピン)｣とした.

14)　しかし, -国全体の不平等の変化と階層内分布の変化との関係については,より

構造的な理解が必要であり,議論が不十分であることは否めない.今後の課題とし

たい･

15)貧困線はタイ,フィリピン両Eg政府が発表したものを用いている.

16)詳しくは, Kurosaki (2005)を参照さ.れたい.

17)消費の平準化については,黒崎(2001), Deaton (1991)などを参照.

18)これらの議論は内生経済成長の収束性の概念に通じている.内生的成長理論につ

いては, Barro and Sala-i-Martin (1995)やBarro (1997)等を参照されたい･

19)ただし,農業形態や生活環境が同じタイの農村といえども異なる可能性がある.

とりわけバンコクなどに近い中部タイの農村では,階層内の均質性が保たれていな

い可能性もあるだろう･栗田(2003)の結果からは,地方間での年齢効果の違いは

バンコクとそれ以外の地方という対比では極めて異なる結果が出たが,それ以外の

地方ではあまり違いが見られなかったが,今後は地方別,地域別の分析を進めてい

くことで,これら議論の更なる精微化を行っていきたい.

20)　フィリピン農業に関わる歴史的変遷については滝川(1994)参照･

21)このような歴史的な諸要因によって,現在の経済･社会的な状況を説明しようと

するいくつかの政治経済学的な取り組みがある　Acemoglu etal (2001)では,檀

民地時代の死亡率がそれ以降の制度設計や現在の社会･経済的なパフォーマンスに

与える影響を論じている.あるいは, Deninger and Squire (1998)では初期の土

地分配の不平等がその後の長期的な経済成長との間に強い負の相関があることなど

を論じている.あるいは栗田(2004)では,初期時点の不平等と貧困指標の改善や

経済成長との関係をタイとフィリピンの県別パネルデ-夕を用いて議論し　1980年

代から2000年にかけて両国で異なる変化が生じている可能性を示唆している･

22)無論,上記で取り上げた農地改革だけではなく,農村金融の発展や農村企業の振

興支援などの違いが与えるインパクトも両国で異なるはずであり,信用制約の程度

などを議論するためにも重要な論点である.しかし本稿では主にマクロ経済的な議

論を念頭に階層内分布の変化を説明しようと試みた.よって階層内分布変化に与え

るより具体的な政策的インパクトについての検証は別稿に譲りたい･

23)これらの国別の異質性をコントロールすることはデータの構築などの点から困難

を極めるために,最近ではクロスカントリ-の分析から-Eg内の県別,州別パネル

デ-夕を用いた分析へと分析の力点がシフトしつつある.代表的な研究として, Ra-
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vallion (1998)は中国, McKay and Pal (2004), Ghosh and Pal (2004)等はイ

ンド, Sawada (2004), BalisacanandFuwa (2004)はフィリピン,栗田(2004)

KuritaandKurosaki (2005)等ではタイ,フィリピン両国の分析を行っている･

24)　このクズネッツの逆U字カーブを巡る議論の変遷に関しては,山崎(1998),

Ray (1998), Fields (2000)等を参照されたい･

25)　とはいえ,各国で異なる国内経済の影響を考慮するのであれば,これまでのクロ

スカントリーの分析だけでは意味がなく,国際比較研究の前段階として各国内での

詳細なミクロ計量分析がまずなされなければならない･開発経済学におけるミクロ

計量経済学の最近の展望については,黒崎(2002)を参照されたい.

26) Deaton and Paxson (1997)で行っているように,世帯内での成人人数比率など

を考慮し,推計をやり直すなどの方法も考えられるが,しかし,この精撤化の作業

によって,本稿のインプリケーションや分析結果に大幅な修正をせまられることは

ないと思われる.
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